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ドイツ・中国・韓国・日本の 7 か国比較研究報告－』、2016 年、133-153 頁がある。 
(18) 文部科学省編『平成 29 年度 文部科学白書』日経印刷株式会社、2018 年、388 頁。 
(19) 以下の説明は、佐藤成基『国家の社会学』青弓社、2014 年、特に第 12 章「国家のグ
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第 1 章 韓国における学位制度 
 
 




















今や韓国は 10 名に 7 名近くが高等教育段階まで進学する社会となった。ここでは、韓国






































には、当初から「学位は学士・碩士・博士と名誉博士の 4 種とする」（同施行令（1952 年
4 月 23 日制定）第 128 条）とあるし、1968 年には旧教育法のなかでも学士が正式な学位
として扱われ、碩士についての言及もなされるようになっている（同法（1968 年 11 月 15
























この時期の量的拡大を一般大学とともに担ったのが専門大学である。1990 年代の 10 年間
に一般大学の学校数は 1.5 倍、入学定員は 1.6 倍増加したが、専門大学についても学校数


















年 12 月 31 日他法改正）第 2 条）。なお、名誉博士の学位を授与できるのは博士課程を持
つ大学院を設置する大学に限られており（高等教育法（2018 年 4 月 17 日一部改正）第 35
条第 5 項）、碩士課程のみ開設可能な特殊大学院では授与することができない。 
各学位が授与される課程の標準修学年限も高等教育法に定められており、学士課程が 4
年以上 6 年以下、専門学士課程が 2 年以上 3 年以下、碩士課程が 2 年以上、博士課程も同





形で拡大してきた。修士課程修了者は 1981 年の 7,940 名から 2013 年の 4 万 2,928 名へ
と 6.7 倍に増加し、博士課程修了者は 1981 年の 589 名から 2013 年の 1 万 2,625 名へと
21.1 倍に増加している(7)。表 1-1 は 2000 年代以降の韓国国内の大学院における碩士及び
博士学位の授与者数の推移を示したものである。これを見ると、2000 年代に入ってからも
学位授与者数は増加を続け、2017 年には 10 万名近くの碩士・博士が輩出されていること




表 1-1 国内の大学院における碩士及び博士学位授与者数の推移 
2000 2005 2010 2015 2016 2017 
一般大学院 
碩士 25,407 27,654 29,514 31,953 31,947 32,846 
博士 6,152 8,444 9,883 11,999 12,802 13,228 
小計 31,559 36,098 39,397 43,952 44,749 46,074 
専門大学院／
特殊大学院 
碩士 21,819 40,785 47,814 49,711 49,513 50,673 
博士 1 158 659 1,078 1,080 1,088 
小計 21,820 40,943 48,473 50,789 50,593 51,761 
大学院全体 
碩士 47,226 68,439 77,328 81,664 81,460 83,519 
博士 6,153 8,602 10,542 13,077 13,882 14,316 
合計 53,379 77,041 87,870 94,741 95,342 97,835 
注 1：大学附設大学院及び大学院大学を含む。 
注 2：各年の学位取得者数は前年 8 月と当該年 2 月に学位を取得した者の数。 
出典：教育部、韓国教育開発院『2017 整理された教育統計』韓国教育開発院、2017 年、 
 42 頁。 
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 また、韓国では海外での博士学位取得者も多く、たとえば 2014 年にアメリカで博士学



































また 3 年次からは専攻科目を履修し、学位授与のためには 4 年間で計 174 単位の履修が必
























陸軍 3 士官学校 軍事学士＋文学、理学、工学のなかから一つの学士 
国軍看護士官学校 看護学士（教職課程履修者の場合、保健教員免許） 
注：陸軍 3 士官学校は 2 年制課程となっており、新入生は募集せず編入学の形で学生を選抜する。 
出典：士官学校設置法施行令（2017 年 9 月 5 日他法改正）第 29 条、陸軍 3 士官学校設置法施
行令（2017 年 9 月 5 日他法改正）第 17 条、国軍看護士官学校設置法（2017 年 3 月 21























文審査の合格には審査委員 3 分の 2 以上の賛成が必要である。口頭試問は論文審査と一緒
に行われ、合格のためには 100 点満点中平均 60 点以上をとる必要がある。 





様である。ただし、論文審査の合格には審査委員 5 分の 4 以上の賛成が必要となっており、
碩士の場合よりもハードルが高くなっていると言える。口頭試問も碩士学位の場合と同様
に論文審査と一緒に行われるが、合格のためには 100 点満点中平均 70 点以上をとる必要
があるなど、やはり基準がやや厳しく設定されている。博士学位の授与は、大学院委員会
の出席委員 3 分の 2 以上の賛成をもって決定され、博士学位を授与された者は高等教育法








表 1-3 ソウル大学における学位取得のための諸条件 
 学士 碩士 博士 

















（各 100 点）で 60 点
以上獲得 
外国語及び総合試験















































に規定されている。現行の「第 22 次標準教育課程」（2017 年 10 月 1 日告示）は、表 1-4





育施設が 199 機関と最も多く、全体の 45.7％を占めている(26)。 
 














2017 年に単位銀行制を通じて学位を取得した者の数は、学士と専門学士を合わせ 7 万 162
名であった(27)。これは同年の高等教育機関卒業者のおおよそ 1 割に相当する規模である(28)。
また、これまでの学位取得者の累計は 70 万 3,042 名となっている（2018 年 2 月時点）(29)。




 単位銀行制によって学位を取得する場合、学士学位については 140 単位以上、専門学士
















終的に学習者に学位が授与される（「単位認定等に関する法律施行令」（2016 年 9 月 25 日














































(1) 教育部、韓国教育開発院『2017 整理された教育統計』韓国教育開発院、11 頁。 
(2) 同上書、10 頁をもとに筆者が計算した。 
(3) たとえば、「前項の規定によって学位（引用者注：学士及び碩士）を受ける者は、大統
領令が定めるところによって、文教部に登録しなければならない」（旧教育法（1968 年
11 月 15 日一部改正）第 115 条第 2 項）、「学位は総長または学長が授与し、博士と名誉
博士に限っては事前に文教部長官の承認を受けなければならず、碩士と学士は文教部に
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登録しなければならない」（旧教育法施行令（1965 年 12 月 22 日一部改正）第 130 条）、
「総長または学長は、卒業予定日（大学院の場合は修了予定日）の 30 日前に学士また
は碩士学位授与予定者名簿を文教部長官に提出しなければならない」（同施行令（1970
年 2 月 12 日全部改正）第 125 条第 1 項）などの条文に基づく。 
(4)「博士（韓国民族文化大百科事典）」（http://encykorea.aks.ac.kr/Contents/Index?cont 
 ents_id=E0020736、2018 年 9 月 18 日最終確認）。 
(5)「教育統計サービス（教育統計年報）」（http://cesi.kedi.re.kr/、2012 年 1 月 29 日最終
確認）。 
(6) キム・ビョンジュ「専門大学修業年限多様化の争点と課題」『大学教育』第 188 号、韓
国大学教育協議会、2015 年、67 頁。 
(7) ソン・チャンヨン、イ・ウンヘ『大学院教育と労働市場連係のための学位制度改善方
案』韓国職業能力開発院、2013 年、2 頁。 
(8) キム・ヘンミ「アメリカ博士学位取得者現況－NSF、Survey of Earned Doctorates－」




韓国教育開発院、2017 年、85 頁）。 
(10)「警察大学ウェブサイト（警察大学－教育－大学課程－概観）」（http://www.police.ac. 
kr/police/police/html/edu/univ/opening.do?mdex=police79、2018 年 10 月 23 日最終確
認）。 
(11) 碩士課程については 2018 年度から、博士課程については 2019 年度から開設され、
課程修了後には、捜査学、犯罪学、公共安全学、行政学、法学の碩士及び博士学位が取
得できる見込みである（「警察大学ウェブサイト「治安大学院－学科及び教授紹介」
https://www.police.ac.kr/police/police/html/liv/pisinfo.do、2018 年 10 月 23 日最終確認）。 
(12) 国軍看護士官学校広報パンフレット（https://tapply.tonc.net/kafna/ebook/hongbo/J 
Book.htm、2018 年 10 月 15 日最終確認）。 











高等軍事研究院（The School of Advanced Military Studies：SAMS）において軍事学
の修士学位が授与されているといった事例が見られる（チャン・ヨンソン、前掲論文、
2000 年、177-185 頁）。 
(15) たとえば、警察大学の学位記（授与される学位名が記された卒業証書）は大学の長の
名義で出される（警察大学学則（2017 年 12 月 7 日全部改正）別紙第 2 号書式）。なお、
署名部分に「警察大学長 治安正監」のように役職が併記されているのは、治安正監（警
察官として上から 2 番目の階級）が警察大学の学長に補職するためだと考えられる。 
(16) たとえば、警察大学卒業者への法学士または行政学士の授与については警察大学設置
法が制定された 1979 年時点ですでに条文に示されているし（同法第 7 条）、士官学校卒
業者への理学士の授与についても、士官学校設置法が制定された 1955 年時点ですでに
条文に示されている（同法第 8 条）。 
(17) 詳細は、「ソウル大学校ウェブサイト」（http://www.snu.ac.kr/）の以下のページを参







(18) 多くの大学院では 24 単位以上の修得が修了の条件となっているが、たとえば、保健










について－」『大学評価・学位研究』第 14 号、2013 年、1-17 頁、パク・インジョン（研
究責任者）『平生教育関連の制度改善に関する方案研究』教育科学技術部政策研究（2012- 





立したいわゆる第 5 共和国憲法においてである（大韓民国憲法（1980 年 10 月一部改正）
第 29 条第 5 項）。 
(25) なお、無形文化財の保有及び伝授教育による単位認定に関するカリキュラム編成・運
営の基準については、別途「第 10 次国家無形文化財標準教育課程」（2017 年 10 月 1 日
告示）に示されている。 
(26)「国家平生教育振興院学点銀行ウェブサイト（現況統計）」（https://www.cb.or.kr/cre 
 ditbank/eduIntro/nEduIntro1_4_3.do、2018 年 11 月 2 日最終確認）。 
(27)「e－ナラ指標（学点銀行制及び独学学位制学位取得者現況）」（http://www.index.go. 
kr/potal/stts/idxMain/selectPoSttsIdxMainPrint.do?idx_cd=1558&board_cd=INDX_0
01、2018 年 10 月 15 日最終確認）。 
(28)「教育統計サービス（教育統計年報）」（http://kess.kedi.re.kr/、2018 年 11 月 5 日最
終確認）。 
(29) 教育部「2018 年学点銀行制・独学学位制学位授与式開催－2 万 4 千余名の成人学習
者『教育部長官名義学位』取得－」教育部報道資料、2018 年 2 月 22 日付、5 頁。 
(30) 学士学位については 140 単位中 84 単位以上、専門学士学位（2 年制課程）について
は 80 単位中 48 単位以上、専門学士学位（3 年制課程）については 120 単位中 65 単位
以上を当該大学等で履修し、認定される必要がある（「国家平生教育振興院学点銀行ウェ
ブサイト（学位授与要件）」（https://www.cb.or.kr/creditbank/eduIntro/nEduIntro4_3.do、
2018 年 11 月 2 日最終確認）。 
(31) 教育部、前掲資料、2018 年 2 月 22 日付、5 頁。 
(32) 国家平生教育振興院「第 21 次資格学点認定基準」（国家平生教育振興院告示）、2018
年 9 月 17 日、6 頁。 
(33)「国家平生教育振興院学点銀行ウェブサイト（学点認定対象－資格）」（https://www. 
 cb.or.kr/creditbank/eduIntro/nEduIntro2_4_1.do、2018 年 11 月 5 日最終確認）及び「国
家平生教育振興院学点銀行ウェブサイト（学点認定対象－国家無形文化財）」https://ww 
w.cb.or.kr/creditbank/eduIntro/nEduIntro2_6.do、2018 年 11 月 5 日最終確認）。 
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1978 年の中国共産党第 11 期中央委員会第 3 回全体会議以後、鄧小平が中国科学院創立
30 周年記念式典で学位制度設立の必要性に言及するなど(5)、学位制度の導入に向けた雰囲




において一部修正が行われたものの、1980 年 2 月国務院常務会議を審議通過し、第 5 期








1981 年時点で、本科課程を設置している普通高等教育機関が 500 校余り、大学院教育





































































表 2-1 専門学位の種類 























1998 年 5 月から 1 年余りかけて行われた。このときは、800 人余りの専門家が関わって、































































提出することができる」（同第 16 条）。 




表 2-2 各教育課程の卒業者数と対応する学位の取得者数の推移 （単位：人） 
年 2004 年 2008 年 2012 年 2016 年 
普通高等 
教育 
学士学位取得者数 1,050,952 2,082,558 2,966,148 3,659,686 
本科課程卒業者数 1,196,290 2,256,783 3,038,473 3,743,680 
成人高等 
教育等* 
学士学位取得者数 90,187 122,587 161,228 199,515 
本科課程卒業者数 752,084 1,088,330 1,278,964 1,722,752 
碩士学位取得者数 124,791 298,937 431,431 505,421 
碩士課程卒業者数 127,331 301,066 434,742 508,927 
博士学位取得者数 22,427 42,217 50,399 53,360 






























施される。口頭試問委員会は、主に学内の専門家 3 名以上（指導教員が参加する場合は 4









れると、指導教員と関連する専門家（少なくとも 5 名で、そのうち少なくとも 2 名は学外
の専門家）による評価が行われ、それに合格すれば、口頭試問が実施される。口頭試問委
員会は、少なくとも 2 名の学外専門家を含む 5 名以上（指導教員が参加する場合は 6 名以











































































2003 年、53 頁。 
(4) 楠山研「学問学位と専門職学位」南部広孝編『文革後中国における大学院教育』（高等
教育研究叢書 69）広島大学高等教育研究開発センター、2002 年、73 頁。 
(5) 鄧小平「高級幹部要帯頭発揚党的優良伝統（摘録）」『教育改革重要文献選編』人民教
育出版社、1988 年、227-228 頁。 
(6) 《中国教育年鑑》編輯部、前掲書、1984 年、639 頁。 
(7) 同上書、641 頁。 
(8) 国務院学位委員会「関於学位授与単位的原則和辦法」何東昌主編『中華人民共和国重
要教育文献（1949 年～1997 年）』（1976～1990 年巻）海南出版社、1998 年、1904-1905
頁。 
(9) 《中国教育年鑑》編輯部、前掲書、1984 年、643 頁。 
(10) 王幡・南部広孝「大学院教育及び学位の管理体制」南部、前掲書、2002 年 32-35 頁。 
(11) 国務院学位委員会辦公室「関於在職人員申請碩士、博士学位的試行辦法」国務院学位
委員会辦公室・教育部研究生工作辦公室編『学位与研究生教育文件選編』高等教育出版
社、1999 年、443-446 頁。 
(12) 南部広孝『中国高等教育独学試験制度の展開』東信堂、2009 年、37-38 頁。 
(13) 「国務院学位委員会関於授与具有研究生畢業同等学力人員碩士、博士学位的規定」国
務院学位委員会辦公室・教育部研究生工作辦公室、前掲書、1999 年、463-467 頁。 
(14) 以上について、詳細は南部、前掲書、2009 年、42-43 頁を参照のこと。 
(15)「専業学位設置審批暫行辦法」国務院学位委員会辦公室・教育部研究生工作辦公室、
前掲書、1999 年、49-50 頁。 
(16) 国務院学位委員会辦公室「関於対財政学、貨幣銀行学、国際金融三個専業碩士学位授
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第 3 章 台湾における学位制度 
 
 



































































































































 各学位の取得に関しては次のように規定されている。第 1 に、副学士学位、学士学位に
ついては、法に基づいて修業年限を満たして必要な単位を修得し、実習がある場合には実
習を終えて、成績の審査を経て合格となった者に対して授与される（第 2-1 条、第 3 条、
第 5 条、第 5-1 条）。第 2 に、碩士学位については、碩士学位に必要な科目を履修して論
文を提出し、碩士学位試験委員会の試験に合格した者に授与される。碩士学位試験委員会






















 表 3-1 は、「高等教育機関卒業者数（累計）」である。大学と専科学校(19)の卒業者数は、
学位課程の段階に応じて、副学士（専科課程）、学士、碩士、博士の四つに区分している。 
 
表 3-1 高等教育機関卒業者数（1950 年以降の累計） 











学士 396,519 786,872 1,567,535 3,542,570 4,921,335 
碩士 17,704 58,106 189,601 648,387 996,800 
博士 390 2,788 13,477 40,582 63,867 
専科進修学校 13,290 72,121 165,967 325,841 373,114 
空中大学・進修学校 58 15,213 129,957 183,081 
 出典：教育部統計処『中華民国教育統計 民国 107 年版』教育部、2018 年、22-25 頁及び教育 
統計処「歴年校数、教師、職員、班級、学生及畢業生数」（https://depart.moe.edu.tw/ed 



















（22 万 3,258 人）を除くと、2010 年に専科進修学校を卒業して副学士学位を取得した者





























サービス演習、情報学演習、研究方法の 4 科目から任意の 2 科目を選んで受験し、それぞ








































年 5 月 11 日に立法院教育分科委員会に提出して審査待ち（第一読会）となった(23)。この
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 なお 1989 年に、チャン・ホン・クアン大学・中等職業教育大臣（当時）は「我々は、




関の内訳は、30 が大学内部の組織で、34 が科学研究院内部の組織であった。そして 1989






























































































している。また、進士課程は、大学に加えて中央の各省庁やアカデミ （ー翰林院：Viện hàn 





























表 4-1 ベトナムの大学における各教育課程の卒業証書授与件数 
 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 
大学課程卒業 121,804 人  113,763 人 110,110 人 134,508 人 143,017 人  
碩士課程修了 2,479 人  3,097 人 3,409 人 4,359 人 5,421 人  
進士課程修了 251 人  335 人 336 人 337 人 359 人  
 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 
大学課程卒業 161,411 人  152,272 人 144,510 人 162,398 人 187,379 人  
碩士課程修了 7,420 人  9,828 人 10,878 人 10,740 人 15,126 人  
進士課程修了 378 人  420 人 423 人 443 人 506 人  
出典：Bộ Giáo Dục và Đào Tạo. 10 Năm Phát Triển Giáo Dục và Đào Tạo Việt Nam Qua  
Các Con Số 2001-2010. Hà Nội: Nhà xuất bản Giáo Dục Việt Nam, 2012, p.53. 
 
４．機関レベルの学位制度：ハノイ国家大学の事例 































る。大学課程では、「挙人」が 84 分野、技師が 2 分野（機械工学とコミュニケーション・
コンピュータネットワーク）、博士が 1 分野（一般医学）、薬師（薬学）が 1 分野、碩士が
68 分野、そして進士が 46 分野となっている。 
 







碩士 法学、言語学、人類学、教育管理学、歴史師範学など 68 分野 
進士 法学、言語学、人類学、教育管理学など 46 分野 
出典：Quyế t đị nh củ a Đạ i họ c quố c gai Hà Nộ i ngày 22 tháng 5 năm 2015 Ban hành 

































授与数 60 人 11 人 1 人 6 人 1 人 3 人 18 人 20 人 
  出典：“ĐHQGHN trao bằng tiến sĩ đợt 1 năm 2009”（https://vnu.edu.vn/ttsk/?C2092/N74 
     05/dHQGHN-trao-bang-tien-si-dot-1-nam-2009.htm、2018 年 11 月 7 日最終確認）及 
び“ĐHQGHN trao bằng tiến sĩ đợt 2 năm 2009”（http://tintuc.vnu.edu.vn/ttsk/?C1 





















2017 年 3 月時点で、教育訓練部が承認した連結教育課程を実践している高等教育機関


















る。ベトナム政府は、2010 年の第 911 号政府首相決定を通じて、進士学位取得者の増加








(1) Bùi Hiề n (chủ biên), Vũ Văn Tả o, Nguyễ n Văn Giao, Nguyễ n Hữ u Quỳnh. Từ  
điể n giáo dụ c họ c. Nhà xuấ t bả n từ điể n bách khoa, 2013, p.197. 
(2) 2018 年 9 月 11 日ベトナム教育科学院、高等教育局長 Lê Đông Phương 氏に対する聞
き取り、同年 9 月 12 日ハノイ師範大学教育管理科、主任 Nguyễn Vũ Bích Hiền に対す
− 54 −
る聞き取り、それから同年 9 月 13 日ベトナム教育管理学院、元院長 Lê Phư ớ c Minh
氏に対する聞き取りによる。 
(3) Thông tư số 57 củ a Bộ trư ở ng Bộ giáo dụ c ngày 24 tháng 10 năm 1963 Giả i thích 
quy chế tạ m thờ i về thi và kiể m tra ở các trư ờ ng đạ i họ c. 
(4)“Xung quanh vấn đề đào tạo trên đại học ở trong nước. ” Đại Học và Trung Học 
Chuyên Nghiệp: Tập San của Ngành Đại Học và Trung Học Chuyên Nghiệp. tháng 5, 
1977, p.32. 
(5) このことは、「大学院教育は副進士、科学進士の学位に到達することを保証するための
ものである」という条文からも明らかである（Quyết Định số 224 của Chính Phủ ngày 
24 tháng 05 năm 1976 Về việc đào tạo trên đại học ở trong nước）。 
(6)「国内における大学院教育に関する決定」では、大学院教育の目標について、到達すべ
き基準として「（a）専門性」と「（b）政治性」に関する規定が存在している。 
(7) Tran Hong Quan. “12 nam dao tao boi duong sau dai hoc (1976-1988).” Tap chi Dai 




(9) Quyế t đị nh số 1994 củ a Bộ trư ở ng Bộ giáo dụ c và đào tạ o ngày 23 tháng 11 năm 
1990 về quy chế bậ c đạ i họ c. 
(10) Quyế t đị nh củ a Bộ trư ở ng Bộ giáo dụ c và đào tạ o ngày 23 tháng 11 năm 1990 về 
việ c ban hành quy chế thi, kiể m tra, xét lên lớ p, xét tố t nghiệ p trong các trư ờ ng, 
lớ p trung họ c chuyên nghiệ p và dạ y nghề (Hẹ dài hạ n tậ p trung). 
(11) Quyế t đị nh củ a Bộ trư ở ng Bộ giáo dụ c và đào tạ o ngày 26 tháng 6 năm 2006 
Ban hành Quy chế đào tạo đại học và cao đẳng hệ chính quy.  
(12) グエン、チェンダット、スローパー、デイヴィッド「大学院教育と大学教員の職階」
スローパー、デイヴィッド、レ・タク・カン編、大塚豊監訳『変革期ベトナムの大学』
東信堂、1998 年、133 頁。 
(13) Quyết Định số 18 của Bộ Trưởng Bộ Giáo Dục và Đào Tạo ngày 08 tháng 06 năm 
2000 Về việc ban hành Quy chế đào tạo sau đại học 
(14) Quyế t đị nh củ a Bộ trư ờ ng Bộ giáo dụ c và đào tạ o ngày tháng năm ban hành quy 
chế văn bằ ng, chứ ng chỉ củ a hệ thố ng giáo dụ c quố c dân. 
(15) Quyết định của Bộ giáo dục và đào tạo ngày 15 tháng 5 năm 2015 Ban hành Quy 
chế đào tạo đại học và cao đẳng hệ chính quy hệ thống tín chỉ. 
(16) Thông tư của Bộ giáo dục và đào tạo ngày 28 tháng 2 năm 2011 Ban hành quy chế 
đào tạo trình độ thạc sĩ. 
− 55 −
(17) Quyết Định số 24 của Bộ Trưởng Bộ Giáo Dục và Đào Tạo ngày 28 tháng 06 năm 
2001 Về việc ủy quyền cho Giám Đốc Đại Học Quốc Gia cấp bằng tiến sĩ. 
(18) Quy định của Chính phủ ngày 6 tháng 6 năm 2018 Về hợp tác, đầu tư của nước 
ngoài trong lĩnh vực giáo dục. 
(19) 「Danh sách các chương trình liên kết đào tạo với nước ngoài đã được bộ giáo dục 
và đào tạo phê duyệt」（https://vied.vn/imgs/2017/03/LKDT_21.3.2017.pdf、2018 年
10 月 5 日最終確認）。 
(20) なお、学位に関する改革のもう一つは、大学課程における学位制度の「欧米化」であ




新たな学位は、それぞれアメリカの学位制度である「Bachelor of Arts」と「Bachelor of 
Science」をモデルとしているという。 
(21) Quyết định của Thủ tướng Chính phủ ngày 17 tháng 6 năm 2010 Phê duyệt Đề án 











































要機関（Institute of National Importance）と呼ばれる高等教育機関である。国家的重要
機関は、国内の特定の地域で高度な技術をもつ人材を育成するための中心的な存在として、















して授与するものであった。また、カルカッタ大学では 1858 年の最初の学位試験に 13 人
の志願者が受験して 2 人が合格したとされている(5)。さらに、ボンベイ、カルカッタ、マ
ドラスの三つの大学では、1871 年までの間に、850 人が学士（B.A.）試験に、また 151
人が修士（M.A.）試験に合格して学位が授与され、1871 年から 1882 年までの間に、学士
学位取得者が 2,434 人、修士学位取得者が 385 人に達したとされている(6)。このように、
まだまだ少数ではあったものの、学位授与者は確実に増えていった。 
 その後 1947 年にイギリスから独立すると、連邦政府は憲法に記載された「高等教育の
調整と規準の設定」という自らの権限のもと、それを担う機関として UGC を設置するた
めの法律（UGC Act, 1956。以下、UGC 法と略）を制定した。この法律には、学位授与に
関わる規定も設けられていた。具体的には、それは次のような内容であった。 









れた機関」については、上述した国家的重要機関を指す。つまり、「1956 年 UGC 法」は、
インドでは法律によって設置もしくは設置が認められた高等教育機関のみが学位授与権を
もつことを規定しているのである。 
 次に、UGC 法の第 2 項は「(2) 第 1 項に定められている場合を除き、個人や団体は、学
位を授与したり、学位を授与する権限があるようにふるまったりすることはできない」と
し、大学とそれに準ずる機関以外の学位授与を禁じている。 
 さらに、第 3 項は「(3) 本条のために、『学位』とは、これまでに連邦政府が承認し、
UGC が官報の告示によって明示した学位を意味する」としている。この官報は 1958 年に
初めて公表され、当時は 35 の学士、（哲学修士を含む）26 の修士、8 の博士、合計 69 の
学位の種類を認めていたが、その数は 2、3 年置きに増加していった(8)。なお、2009 年時
点で合計 163 の学位が認められている(9)。 
 その後、UGC は 1985 年に、「正規の教育を通じた第一学位の授与のための教育の最低
基準に関わる 1985 年 UGC 規則（UGC Regulation, 1985 regarding the Minimum 
Standards of Instruction for the Grant of the First Degree through Formal 
Education）」（以下、1985 年 UGC 規則と略）を公布した(10)。この規則は、学士課程への
入学や出席日数、試験に加え、教員や設備に関する規定を設け、学位授与のための教育の











 まず、学位をめぐる国レベルの規定について、UGC は 2003 年に「1985 年 UGC 規則」
を改定し、「2003 年 UGC（正規の教育を通じた第一学位の授与のための教育の最低基準）
規則（UGC (Minimum Standards of Instruction for the Grant of the First Degree 
through Formal Education) Regulation, 2003）」（以下、「2003 年 UGC 規則（学士）」と
略）を公布した(12)。「2003 年 UGC 規則（学士）」では、その第 8 条として「学位授与（Award 
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of Degree）」と題する条項が新たに設けられた。具体的に見ると、第 8 条第 1 項は「3 年
以上の課程を無事修了し、大学が学位授与のために定める最低限の単位数を獲得しない限
り、学生には第一学位が授与される資格はない」と定めている。また同条第 2 項は、「授
与される学位は、UGC 法の第 22 条第 3 項のもと、UGC が特定した用語と一致する各学
問分野における学士であることが求められる」としている。 
 また、同じ 2003 年には「2003 年 UGC（正規の教育を通じた修士学位の授与のために
教育の最低基準）規則（UGC (Minimum Standards of Instruction for the Grant of the 
Master’s Degree through Formal Education) Regulation, 2003）」（以下、「2003 年 UGC
規則（修士）」と略）も公布された(13)。この規則でも第 8 条に「学位授与」に関わる規定
が設けられ、第 8 条第 1 項は、「第一学位後最低で 2 年、もしくは第 12 学年後最低で 5 年
以上の課程を無事に修了し、大学が定める最低限の単位を獲得しない限り、学生には修士
学位が授与される資格はない」と定めている。また同条第 2 項は、「授与される学位は、
UGC 法の第 22 条第 3 項のもと、UGC が特定した用語と一致する各学問分野における修
士であることが求められる」としている。 
 さらに、2016 年に UGC は「2016 年 UGC（哲学修士/博士学位授与のための最低の水
準と手続き）規則（University Grants Commission (Minimum Standards and Procedure 
for Award of M.PHIL./PH.D Degrees) Regulations, 2016）」（以下、「2016 年 UGC 規則」
と略）を公布した(14)。その内容としては、たとえば「哲学修士プログラムへの入学基準」
（第 2 条）や、「博士プログラムへの入学基準」（第 3 条）、「プログラムの期間」（第 4 条）、
「入学の手続き」（第 5 条）、「指導教官の割り当て」（第 6 条）、「コースワーク」（第 7 条）
などが規定されている。そして第 9 条は、「審査/評価方法、学位授与のための最低限の水
準/単位」を定めている。詳細を見てみると、まず「哲学修士学位授与のためには、コース
ワークの単位を含む必要最低限の単位として、24 単位を下回ってはいけない」（第 9 条第
















究者やその他関心のある専門家に公開されるものとする」（第 9 条第 6 項）とある。それ
に対して「学生によって提出された博士の学位論文は、指導教官と、当該機関で雇用され
ていない外部の審査員少なくとも 2 人でそのうち 1 人は外国の審査員でもよく、彼らによ
って審査されるものとする。口頭試験は、とりわけ審査報告書における批評に基づき、指
導教官と 2 人の外部審査官のうち少なくとも 1 人によって行われ、研究諮問委員会のメン
バー、学科のすべての教員、その他の研究者やその他関心のある専門家に公開されるもの
とする」と規定されている（第 9 条第 7 項）。最後に、「遠隔/定時制の博士/哲学修士の扱
い」（第 11 条）として、「これらの規則あるいはその当時有効だった他の規則に含まれて
いる如何にかかわらず、大学、機関、準大学、カレッジは遠隔教育を通じて哲学修士と博
士のプログラムを実施することはできない」（第 11 条第 1 項）とされている。なお、「現
在の博士に関わる規則に言及されているすべての条件が満たされれば、定時制の博士は認
められるものとする」（第 11 条第 2 項）とある。 










表 5-1 インドにおける学士学位の授与数の推移（万人） 











2012 年 232.7 91.5 80.3 36.4 33.0 3.3 
2017 年 238.9 93.9 115.2 43.7 44.4 3.8 








表 5-2 インドにおける修士学位の授与数の推移（万人） 









2012 年 44.5 20.7 20.3 6.3 
2017 年 60.4 20.6 26.0 6.2 2.1 
出典：MHRD, All India Survey on Higher Education 2012-13, 2017-18 を参考に筆者作成。 
なお、2012 年の工学と教育の学位については、二つの学位の合計数。 
 
 最後に、哲学修士学位、博士学位の授与数については、どちらも 2015-16 年度でも 3 万
に届かず、修士学位の授与数と比べると、それほど多くない（表 5-3）。一方で、哲学修士
学位と博士学位の授与数の分野別内訳をみると、特に教養や科学の分野で授与数が多いこ
とがわかる（表 5-4、表 5-5）。 
 
表 5-3 インドにおける哲学修士学位、博士学位の授与数の推移（人） 
 2004-05 年度 2008-09 年度 2012-13 年度 2015-16 年度 
哲学修士学位 － － 19,540 24,283 
博士学位 17,898 10,781 20,275 27,671 
出典：UGC, UGC Annual Report 2005-06, 2009-10, 2013-14, 2016-17 を参考に筆者作成。 
 
表 5-4 2015-16 年度のインドにおける哲学修士学位の分野別授与数（人） 
農学 教養 商学 電算 教育 工学 
120   10,260   1,995  1,724  1,217   67   
法学 経営 医学 その他 科学 獣医学 
47   760   157  2,161  5,626   149   
出典：UGC, UGC Annual Report 2016-17 を参考に筆者作成。 
 
表 5-5 2015-16 年度のインドにおける博士学位の分野別授与数（人） 
農学 教養 商学 電算 教育 工学 
1,350   6,711   768    698  876   4,772   
法学 経営 医学 その他 科学 獣医学 
290   1,175   1,021  2,091  7,636   283   






















なか、2008 年に WES は、インドから直接アメリカの大学院に入学する際の最低条件とし
て、留学生の卒業校がインドの大学評価機関である全国評価・アクレディテーション審議

























件として、「4 学期から CGPA を 8.5 以上で維持すること」とある。 
 
５．近年の改革動向 
 これまで述べてきたように、インドでは 1980 年代半ば以降、UGC が中心となって学位
に関連する規則の整備や改革が進められてきたが、特に近年力が入れられていることの一
つが、学位に関わる学生の権利の保護である。 
 たとえば、2008 年に UGC は、「2008 年 UGC（大学による学位授与とその他の授賞）
規則（UGC (Grant of Degree and Other Awards by Universities) Regulations, 2008）」





が、就職や進学、その他の機会を得られるよう促す」（第 3 条第 3 項）ことなどである。






らず、たとえば 2012 年にタミル・ナードゥ州の州立大学を卒業したある学生は、翌年 5
月に就職したが、学位授与の遅延が理由で解雇の危機にあるなどとメディアでも依然報道
されていた(26)。そこで、学生や保護者からのこうした多くの不満を受けて、2016 年 5 月
に UGC は、規則に違反した大学には厳しい措置で望むことを改めて通知している(27)。 
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 一方で、「1985 年 UGC 規則」が出されて以降は「3 年の課程を無事に修了しない限り、
学生は第一学位を受ける資格がない」、すなわち、一般の学士課程は 3 年と定められてい
るが、この規則が公布される以前には、2 年制の学士課程が提供されていることがあった。
ところが、「1985 年 UGC 規則」以降、それ以前の 2 年制の学士学位取得者は、3 年制の
資格が求められる就職や昇進、進学の際に、しばしばその資格がないものとみなされ、不












野放しに行われてきたような側面もあった(30)。そこで UGC は、「2016 年 UGC（インド
と外国の教育機関との学術的な連携の推進と水準の維持）規則（UGC (Promotion and 
Maintenance of Standards of Academic Collaboration between Indian and Foreign 
Educational Institutions) Regulations, 2016）」などを公布し、学位を含め、質の管理に
力を入れている(31)。たとえば、インド国内の高等教育機関に関しては、先の NAAC など
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第 6 章 エジプトにおける学位制度 
 
 




















公立・私立技術機関（Ma‘āhid al-fannīya al-ḥukūmīya wa al-khāṣa）、アズハル大学





まず公立大学については 1908 年に設置されたカイロ大学や、1950 年に設置されたアイ
ン・シャムス大学をはじめ、2014 年度時点で 24 の大学が設置されている。また、私立大





関については、2014 年度時点で 13 機関（公立：8、私立：5）が設置され、これらの機関


























とになったのは 1914 年である。学生の審査には 3 名の大学教員に 2 名の教育省職員を加
えたメンバーで構成された委員会があたった。審査は学生が提出した論文と他の二つの科
















しかし設置後徐々に高等教育機関として整備が進み、1928 年には 2 名の文系学士
（Bachelor of Arts）と 1 名の理系学士（Bachelor of Science）の学位が授与された。そし
て 1950 年には初めての修士学位（Master’s degree）が授与された(6)。現在ではカイロ・




 現行のエジプトの学位制度は公立大学については 1972 年法律第 49 号（以下、1972 年
法と表記）に、私立大学については 2009 年法律第 12 号（以下、2009 年法と表記）に規
定されている。1952 年革命による共和制の成立後、政府は立憲君主制期からの教育拡大策
を推し進め、高等教育制度改革にも着手する。現行の公立大学法 1972 年法は 1958 年法律
第 184 号の後継として位置づけられる。1972 年法はナーセル後任のサーダート政権期に
制定された。サーダートは一般に外交方針の重点をソ連からアメリカへと移し、社会主義
的な経済体制からインフィターフ政策と呼ばれる経済自由化へと転換を図った大統領とし






われる（1972 年法第 1 条）。 
 エジプトでは共和制に移行するまで、カイロ大学やアレキサンドリア大学をはじめアズ
ハル大学やカイロ・アメリカン大学を含めても大学は数校しかなかった。それがナーセル




律第 101 号」（以下、1992 年法と表記）が制定された。1992 年法は「エジプトにおける
高等教育制度の構造に対する重要な発展」であったと評価され(10)、法律制定後間もなく複
数の私立の高等教育機関が続けて設置された。1992 年法はその後改正が加えられ、2009






  1972 年法は合計 212 条からなり、八つの章に分けられている。このなかで特に学位に




とが示されている（1972 年法第 19 条）。同組織は高等教育大臣を議長として公立大学の
学長らをメンバーに構成され、エジプトにある大学の自治と機能の向上を目的に掲げてい
る(11)。他のレベルにおいては各大学の大学協議会が学術とディプロマの学位と学位記の授
与、名誉学位の授与を行うこととされた（1972 年法第 23 条）。また、学部協議会が大学
院学生の指導、修士論文・博士論文の登録、論文審査委員会の設置、及びそれらの廃止に
あたることや、学部もしくは研究機関からの学術・ディプロマの学位・学位記の授与の推




学術学位とディプロマを授与する」と明記されることになった（1972 年法第 172 条）。 
 私立大学の学位授与に関する規定については、まずは 1992 年法第 4 条の規定が挙げら
れる。そこでは「学術学位を等しくするために決められたルールと規則によって、私立大
学が授与する学位、学位記、ディプロマはエジプトの諸大学が授与する学位、学位記、デ
ィプロマと同等であるとみなす」とされた（1992 年法第 4 条）。同条項によって学位を授
与する機関がそれぞれの私立大学であることが示されたうえ、私立大学から授与される学
位が他の国内の高等教育機関の学位と同等であることが明示された。  








おける学習、試験、学位の制度間の調整を行う」と定めている（2009 年法第 18 条）。「私
立・国民諸大学会議」の場が各私立大学の定めた学位を大学間及び関係省庁間で「調整」
する役割を担っていることがわかる。 
 さらに私立大学設置に際しては 1992 年法の規定により、各私立大学設置の規定が個別
に大統領令として定められることとなった（1992 年法第 1 条）。たとえば 10 月 6 日大学
設置を認めた大統領令 1996 年大統領令第 243 号（以下、1996 年大統領令と表記）では、
学位に関する規定は大学協議会の役割と学部協議会に関する条項のなかに見られる。そこ
では学生への学位授与は、10 月 6 日大学内部の大学協議会が担うことが記されている。「大
学協議会は以下のことを専門とする」としたうえで、「学術学位と学位記を授与し、名誉学
位授与について提案する」としている（1996 年大統領令第 6 条）。加えて、その後の条項
のなかに学部協議会に関する規定があり、そこでは「学部協議会もしくは諸研究ユニット
は次のことを専門とする」として、「学術学位と学位記の授与の提案」が学部協議会の役割












6-1（次頁）は 1972 年法の細則にあたる「1975 年大統領令 809 号」（以下、1975 年大統






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































     






















































法学の修士及び教育学の修士に関して、2 年間のうちの 1 年間は、教育学における特別デ
ィプロマ、法学における大学院ディプロマもしくはアフリカ学におけるディプロマを取得





るために必要とされる条件を統制する」とされる（1975 年大統領令第 92 条）。これらの
大学院課程の試験制度については、当該学部の内部規則によって定められるが、その試験
の成績は、通過する場合、Excellent－Very good－Good－Acceptable の 4 段階のうちのい
ずれか、また、落第する場合には、Poor－Very poor のいずれかにより決定される（1975





いて専門家 1 名の監督への参加が認められる（1975 年大統領令第 98 条）。これらの論文
の審査に際して、学部協議会は、3 人の委員から構成される論文のための審査委員会を設






























物理学（3,101 件）、工学・工業技術（2,878 件）、建築工学・建築学（2,554 件）などとな
っている。特に、工学・工業技術に関する学位取得のほとんどが男性である一方で、建築
工学の修士学位を取得する者の 85％は女性で占められている。博士学位については、2015









                  
り上げる。工学の修士学位を取得するための最小の期間は、入学の日付から 4 学期（2 年
間）であり、また、工学の修士学位のための最大の期間は、登録の日付から 8 学期となっ




野における公表・発表に関する科目を 3 単位修得する。その後、18 単位として評価される
論文の準備を進める。同時に、学生は英語の習熟度を示すために、TOEFL で最低でも 500









ていること」、「学生は研究開始の登録を行うまでに、TOEFL の試験（最低でも PBT で




総合試験を通過してから少なくとも 12 か月後には行うこと」、「30 単位として評価される
学術論文を準備すること」などが挙げられている。学生は、論文を開始する前に、博士コ
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入学した日付から少なくとも 6 か月、長くとも 18 か月の期間の間に行われ、また条件と





























その内訳は大学が定める単位として必修科目 18 単位と選択科目 3 単位の計 21 単位、学部
の定める単位として理数系の基礎科目 18 単位と工学コア科目として 20 単位の計 38 単位













ばならず、24 単位を修得する必要がある。そして修士課程では 2 年以上 5 年以下の在学年
















2010 年 2 月には博士課程のジョイントプログラムが開始されている。 
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ているものの、おおむね学部課程は 4 年～6 年（技術専門士課程は 2～3 年）、学部後課程
については、ストリクト・センスの場合、修士課程は 1 年半～2 年、博士課程は 2 年～3








これに対し、1960 年代に入ると、経済成長をめざす軍事政権（1964 年－1985 年）によ
って、大学改革が進められた。そのなかには、連邦教育審議会 （Conselho Federal de 

























法第 48 条第 1 項）。さらに、「国外の大学によって授与された修士号及び博士号は、同様
の専門分野で同等以上の水準の大学院課程を有する大学によってのみ承認される」（同法第




（同法第 44 条）。次に、高等教育機関に関しては、1997 年 5 月 13 日付省令第 639 号「連
邦高等教育システムのための大学センターの認定の提供に関して」によって、従来の大学
に加え、新たに大学センター（Centro Universitário）と高等教育学校（Faculdade）の二
つの類型が加えられた(9)。なお、2004 年 7 月 23 日付規則第 5154 号「1996 年 12 月 20 日
付法令第 9394 号第 36 条、第 39 条、第 41 条に関する規定」において、それまで中等教
育機関であった連邦技術教育センターの一部が、技術専門学校として高等教育機関の類型
に新たにに加えられている(10)。 




と、②教員の 3 分の 1 以上が修士号もしくは博士号を有し、常勤であること、③四つ以上
の分野で大学院が開設されていること、大学センターには、①財政、運営、組織が自律し
ていること、②教員の 3 分の 1 以上が修士号もしくは博士号を有しており、5 分の 1 以上
が常勤であること、高等教育学校には、①自律性がないこと、すなわち、すべてのコース
が評価対象となり、コースの継続・新設・変更には連邦教育省の許可が必要であること、






大学は 197 校（高等教育機関総数 2,407 校の約 8.2％）と少ない。しかし学生数では、高
等教育機関全体の 1 割にも満たない大学に、学生総数（801 万 6,459 人）の半数が在籍し
ている一方で、高等教育機関全体の約 8 割にあたる高等教育学校には、全学生数の約 3 割
しか在籍していない。平均すれば、大学では 1 校当たりの学生数が約 2 万 1,779 人なのに 
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表 7-1 高等教育機関・課程別コース数及び在籍者数（2016 年） 
機関 
（ ）内は機関数 課程 コース数 在籍者数 
大学 
（197） 
学士 9,089     2,882,721    
教職 4,483     1,010,346    
技術専門士 2,195     397,400    
大学センター 
（166） 
学士 3,102     964,068    
教職 662     221,968    
技術専門士 1,180     229,031    
高等教育学校 
（2,004） 
学士  7,600     1,643,977    
教職  1,763     238,241    
技術専門士  2,952     264,455    
技術専門学校 
（40） 
学士  391     58,970    
教職  448     49,939    
技術専門士  501     55,343    














点では、たった 27 プログラムであった修士課程プログラムは(14)、1976 年には 518 プログ
ラムに増加し、2010 年には 2,706 プログラムにまで至っている。 
こうした高等教育機関及び学位の多様化と並行して、機関の質の確保に関する制度が進
められた。大学院課程に関しては、1976 年以降、連邦教育省内に設置されている高等教育
人事改善のための調整局（Coordenação de Aperfeiçoamento de Pessoal de Nível 
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表 7-2 大学院課程のプログラム数の変化 
年 課程 
修士 専門修士 博士 合計 
1976 518  -   181  699   
1980 680  -   260  940   
1985 784  -   332  1,116   
1990 993  -   469  1,462   
1995 1,289  -   682  1,971   
2000 1,620  98  903  2,621   
2005 1,923  202  1,099  3,224   
2010 2,706  334  1,602  4,642   
出所：Contribuição da Pós-graduação Brasileira para o Desenvolvimento 





ェイラ国立教育研究調査院（Instituto Nacional de Estudos e Pesquisas Educacionais 






















表 7-3 学部課程における学位・資格の取得者数の変化 
年 2010 年 2012 年 2014 年 2016 年 
学士 556,336 592,080 560,879 656,043 
教職 161,354 227,706 214,445 246,143 
技術専門士 111,596 135,782 134,049 133,643 




図 7-1 大学院課程の学位取得者数の変化 
出所：Centro de Gestão e Estudos Estratégicos (CGEE). Mestres e Doutores 2015: Estudos 
da Demografia da Base Técnico-científica Brasileira. Brasília, DF: Centro de Gestão 















ンパウロ大学には 50 以上の学科、研究所及び研究科があり、2 万 5,000 人の博士課程及び
修士課程の学生が 200 以上の学位プログラムを専攻している(22)。このようなサンパウロ大
学の大学院で 2003 年に授与された博士号は 2,000 件と、ブラジル全体の約 8,000 件の 4


















少なくとも 3 名が加わることになっている。現在、48 部局に学部後課程委員会（CPG） 
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図 7-2 サンパウロ大学における学部後課程の運営組織 




らなる組織である（第 32 条）。構成としては、少なくとも 1 名の教員がプログラム担当者
として参加している他、学生の代表も含められている。 
 次に、学位授与に関わる規定について確認する。まず、在籍期間については、修士課程





















れる（第 67 条）。 




の期間の 2 分の 1 以内に行わなければならない（第 72 条）。資格試験は、直接対面式でも
遠隔式でも受けることができるが、プログラムの所在地またはサンパウロ大学内で、最低
1 名のプログラム審査委員が出席しなければならない。審査委員は、プログラムコーディ




合格とみなされる。資格審議の再試験は 1 度のみ許されている。 
 論文は、修士課程、博士課程ともに一部または全部をポルトガル語、英語または他の言
語で書くことができるが、タイトルと要約とキーワードはポルトガル語と英語で書く必要
がある（第 84 条）。論文の試問に際しては、修士課程の場合は、3 名の審査員、博士課程
の場合は、各学部後課程委員会（CPG）によって承認された 3 名または 5 名で構成される
審査委員会によって行われる（第 88 条）。これらの審査委員は、博士号取得者でなければ
ならない（第 89 条）。論文の審査はどちらの課程においても公開で行われ（第 90 条）、ま
ず学生が 60 分以内でプレゼンテーションを行うことになっている。その後、修士課程は 3
時間、博士課程は 5 時間以内の質疑応答が行われる（第 91 条）。そして、それらの審議の
結果、審査委員の過半数が承認した場合、合格となる（第 92 条）。 
 
５．近年の改革動向 
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したのは 1980年のことであった。ベトナムではフランスが撤退してから約 10年後の 1961
年に学位に関する規則が公布されている。宗主国イギリスの影響により植民地時代にすで




























































































































































































(1) 楠山研『現代中国初中等教育の多様化と制度改革』東信堂、2010 年、47 頁。 
(2) たとえば中国については、南部広孝「中国におけるトランスナショナル高等教育－高
等教育段階での『内外協力による学校運営』－」杉本均編『トランスナショナル高等教
育の国際比較－留学概念の転換－』東信堂、2014 年、153-168 頁に詳しい。 
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(3) たとえば、中央教育審議会「新時代の大学院教育－国際的に魅力ある大学院教育の構
築に向けて－（答申）」（2005 年 9 月 5 日）（http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chu 
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Many countries have modeled their higher education system after those of developed 
countries. Further, due to the effects of globalization, more people are obtaining their 
academic degrees in foreign countries. Academic degrees are proof of giving and 
receiving an established degree of higher education, and maintaining confidence in this 
arrangement is important to both conferring and receiving sides. Furthermore, in the 
modern global age, people have become more concerned about the international 
applicability of academic degrees. Countries that copied their higher education system 
from the other countries can be called late-comer countries. Hypothetically, late-comer 
countries’ academic degree systems have the following features: (1) in using developed 
countries as their model, academic degrees have to meet a certain international standard; 
and (2) from looking at the historic social conditions of each country, higher education has 
to be adapted to unique needs of its context. 
In summary, this book aims to: (1) clarify how late-comer countries, including some 
East Asian countries, have implemented their academic degree system; and (2) examine 
the differences in higher education among late-comer countries. This book discusses the 
academic degree system in South Korea, China, Taiwan, Vietnam, India, Egypt, and Brazil.  
In addition, it examines in each the: (1) types of degree, (2) conditions for the right to 
confer degrees, (3) categories of degree conferring institution, (4) degree conferring 
system and the accreditation process in the degree conferring institution itself, (5) and the 
recent trends in terms of reforms to higher education. 
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